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WEB開示

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基
づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提
供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第38期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

第38期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）

株式会社　関通
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連結注記表

建物 ３年～47年
機械装置及び運搬具 ４年～15年
その他 ２年～15年

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 関通ネクストロジ株式会社
・連結の範囲の変更
　関通ネクストロジ株式会社は2023年12月1日に設立され、同年12月21日に河出興産株式会社より同社事業の
　一部譲受に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。なお、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結
　しています。

② 非連結子会社の状況
　非連結子会社はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用会社の状況
　・持分法を適用した関連会社の数 １社
　・主要な持分法適用会社の名称 スパイスコード株式会社
　・持分法適用の範囲の変更
　　当連結会計年度中に新たにスパイスコード株式会社の株式を取得したことにより、関連会社に該当することと
　　なったため、持分法適用の関連会社に含めることといたしました。
② 持分法を適用しない関連会社の状況
　　持分法を適用していない関連会社はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、関通ネクストロジ株式会社の決算日は11月30日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ています。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　イ．有価証券
　　満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。
　　その他有価証券

　市場価格のない株式等　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ. 棚卸資産

商品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

－ 1 －
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連結注記表

ハ. リース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担
すべき額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、取締役に対する賞与支給見込額のうち当連結会
計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、主に物流サービス事業とITオートメーション事業を行っています。
　物流サービス事業においては、主に、作業サービス、保管サービス、運送サービスを提供しています。作業
サービスでは、倉庫内での入出庫・梱包等のサービスを顧客に提供しており、サービス提供が完了した時点で
収益を認識しています。保管サービスでは、商品の倉庫保管サービスを顧客に提供しており、顧客の倉庫使用
面積に応じた使用料を月次で収益認識しています。運送サービスでは、商品の運送サービスを顧客に提供して
おり、主に商品の出荷時に収益を認識しています。
　ITオートメーション事業においては、主に、当社開発の倉庫管理システム「クラウドトーマス」等の利用サ
ービス、導入支援サービス、ソフトウエアのカスタマイズサービスを提供しています。利用サービスでは、顧
客が当社ソフトウエアを利用するサービスを提供しており、その利用料を月次で収益認識しています。導入支
援サービスは、顧客の当社ソフトウエア導入を支援するサービスで、導入支援終了後の検収時に収益を認識し
ています。ソフトウエアのカスタマイズサービスは、顧客からの要望で当社ソフトウエアを顧客仕様にカスタ
マイズする請負契約で、サービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客
に移転する履行義務が充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しています。なお、少額もしくはご
く短期な請負開発については完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　これらの取引における対価は、現金等により短期で決済されることから、契約に重要な金融要素は含まれて
おりません。また、値引きやリベートなど、対価が変動する可能性のある取引はありません。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によ

っております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金
ハ. ヘッジ方針 当社グループ所定の承認手続を行った上で、借入金の金利変動リスクを回避す

る目的により金利スワップを採用しております。
ニ. ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価

を省略しております。

⑥ のれんの償却方法
　定額法を採用しております。

⑦ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ. 繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。
新株予約権発行費 支出時に全額費用として処理しております。

－ 2 －
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連結注記表

有形固定資産残高 2,865,042千円
無形固定資産残高 288,078千円

建物 35,429千円
土地 138,460千円

計 173,889千円

１年内返済予定の長期借入金 7,668千円
長期借入金 160,988千円

計 168,656千円

普通株式 10,308,150株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配
当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 ５ 月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 103,080 10 2023年２月28日 2023年５月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 100,229 10 2024年２月29日 2024年５月30日

普通株式 380,050株

２. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損に係る見積り）
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、報告セグメント毎にグルーピング方針を決定しております。物流サービス事業につきまして
は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っており、関西圏（東大阪、尼崎）、首都圏ごとに倉庫を集約し
てグルーピングを行っております。また、本社等の特定の事業と関連が明確でない資産については共用資産として
おります。減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、当該資産又は資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該帳簿価額の減少額を減損損失として計上しております。
　割引前将来キャッシュ・フローについては、直近の合理的な事業計画に基づき、経営環境等を踏まえた成長率な
どを加味して見積っております。
　そのため、今後の事業計画の変更や市場環境の変化等により、将来キャッシュ・フローの見積りに係る仮定に変
更が生じた場合は、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額                                 1,036,405千円
※減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数

－ 3 －
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連結貸借対照表計上額(＊1) 時　　　 価(＊1) 差 額

① 有 価 証 券
（ 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） 200,000 199,786 213

② 長 期 貸 付 金 24,000 24,000 －

③ 敷 金 及 び 保 証 金 1,512,133 1,487,143 24,990

④ 長 期 借 入 金 （5,424,497） （5,228,106） （196,390）

⑤ リ ー ス 債 務 （229,004） （228,805） （199）

５. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社は主に物流サービス事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達してお
ります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達して
おります。デリバティブ取引は借入金に係る金利の変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は
行わない方針であります。
②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　私募債である有価証券は、発行先の信用リスクに晒されております。
　長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に倉庫施設の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、２ヶ月以内の支払期日であります。
　長期借入金は、主に設備投資に係るものであり、このうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて
おります。
　デリバティブ取引は、長期借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引
であります。
③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社は、販売管理規程及び与信管理規程に従い、電子記録債権及び売掛金については、経理部が債権
回収状況を定期的にモニタリングし、債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。
　私募債である有価証券については、経理部が発行先の与信状況を定期的にモニタリングし、財務状況
の把握を行っております。
　長期貸付金については、貸付先ごとに期日管理、残高管理を行うとともに、定期的に財務状況の把握
を行っております。
　敷金及び保証金については、取引先ごとの期日管理及び残高管理、信用管理を行うことにより、リス
ク低減を図っております。

資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、毎月資金繰り計画を見直すなどの方法により、流動性リスクを回避しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価格が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等
は含まれておりません。また、「現金及び預金」「電子記録債権」「売掛金」「買掛金」「未払法人税等」につい
ては、現金であること又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し
ております。

（単位：千円）

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－ 4 －
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区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

有 価 証 券
（ 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） － 199,786 － 199,786

長 期 貸 付 金 － 24,000 － 24,000

敷 金 及 び 保 証 金 － 1,487,143 － 1,487,143

長 期 借 入 金 － 5,228,106 － 5,228,106

リ ー ス 債 務 － 228,805 － 228,805

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算
定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係
るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券
　有価証券は満期保有目的の私募債であり、市場価格がないため、元利金の合計額を当該私募債の残存期間及び
信用リスクを加味した割引率で割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しています。
長期貸付金
　将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価
値により算定しており、レベル２に分類しています。
敷金及び保証金
　返還予定時期を合理的に見積り、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な利率で割り引いた現
在価値により算定しており、レベル２に分類しています。
長期借入金及びリース債務
　元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２に分類しています。
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報告セグメント
その他
（注） 合計物流サービス

事業
ITオートメー
ション事業 計

EC・通販物流支援サービス 10,570,789 － 10,570,789 － 10,570,789
受注管理業務代行サービス 175,298 － 175,298 － 175,298
クラウドトーマス － 489,654 489,654 － 489,654
その他 66,786 144,719 211,506 106,194 317,700
顧客との契約から生じる収益 10,812,875 634,373 11,447,248 106,194 11,553,442
その他収益 384,765 － 384,765 － 384,765
外部顧客への売上高 11,197,640 634,373 11,832,014 106,194 11,938,208

（単位：千円）
当連結会計年度期首
（2023年３月１日）

当連結会計年度末
（2024年２月29日）

顧客との契約から生じた債権 1,223,381 1,542,763
契約負債 41,188 45,592

⑴ １株当たり純資産額 301円65銭
⑵ １株当たり当期純利益 4円94銭
⑶ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 4円79銭

６. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国人技能実習生教育サービ
ス及びその他教育サービスを含んでおります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等　⑷会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、収益を認識したが、まだ請求
していない履行義務に係る対価に対する当社グループの権利に関連するものです。契約資産は、対価に対する権
利が無条件になった時点で債権に振り替えられます。契約負債は主に、役務の完了前に当社グループが顧客から
受け取った対価で、収益の認識に伴い取り崩されます。
　なお、当連結会計年度に認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた取引高は37,444千円で
す。
　また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の金
額に重要性はありません。
②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関する
情報の記載を省略しています。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金
額はありません。

７. １株当たり情報に関する注記

８. 重要な後発事象に関する注記
該当事項ありません。
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建物  3年～ 47年
機械装置及び運搬具  4年～ 15年
その他  2年～ 15年

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）を採用しております。
　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
②　棚卸資産
　商品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。
　仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

③　役員賞与引当金
　役員の賞与支給に備えるため、取締役に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上して
おります。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、主に物流サービス事業とITオートメーション事業を行っています。
　物流サービス事業においては、主に、作業サービス、保管サービス、運送サービスを提供しています。作業サ
ービスでは、倉庫内での入出庫・梱包等のサービスを顧客に提供しており、サービス提供が完了した時点で収益
を認識しています。保管サービスでは、商品の倉庫保管サービスを顧客に提供しており、顧客の倉庫使用面積に
応じた使用料を月次で収益認識しています。運送サービスでは、商品の運送サービスを顧客に提供しており、主
に商品の出荷時に収益を認識しています。
　ITオートメーション事業においては、主に、当社開発の倉庫管理システム「クラウドトーマス」等の利用サー
ビス、導入支援サービス、ソフトウエアのカスタマイズサービスを提供しています。利用サービスでは、顧客が
当社ソフトウエアを利用するサービスを提供しており、その利用料を月次で収益認識しています。導入支援サー
ビスは、顧客の当社ソフトウエア導入を支援するサービスで、導入支援終了後の検収時に収益を認識していま
す。ソフトウエアのカスタマイズサービスは、顧客からの要望で当社ソフトウエアを顧客仕様にカスタマイズす
る請負契約で、サービスに対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する
履行義務が充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しています。なお、少額もしくはごく短期な請負
開発については完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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有形固定資産残高 2,306,800千円
無形固定資産残高 179,838千円

建物 35,429千円
土地 138,460千円
計 173,889千円

１年内返済予定の長期借入金 7,668千円
長期借入金 160,988千円
計 168,656千円

1,036,405千円

　これらの取引における対価は、現金等により短期で決済されることから、契約に重要な金融要素は含まれてお
りません。また、値引きやリベートなど、対価が変動する可能性のある取引はありません。

⑸　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針
　当社所定の社内承認手続きを行った上で、借入金の金利変動リスクを回避する目的により、金利スワップを利
用しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

株式交付費　　　　支出時に全額費用として処理しております。
新株予約権発行費　支出時に全額費用として処理しております。

２．会計上の見積りに関する注記
(固定資産の減損に係る見積り)
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、報告セグメント毎にグルーピング方針を決定しております。物流サービス事業につきましては、管理会

計上の区分を基礎にグルーピングを行っており、関西圏（東大阪、尼崎）、首都圏ごとに倉庫を集約してグルーピ
ングを行っております。また、本社等の特定の事業と関連が明確でない資産については共用資産としております。

減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、当該資産又は資産グループから得られる割引
前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該帳簿価
額の減少額を減損損失として計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローについては、直近の合理的な事業計画に基づき、経営環境等を踏まえた成長率な
どを加味して見積っております。

そのため、今後の事業計画の変更や市場環境の変化等により、将来キャッシュ・フローの見積りに係る仮定に変
更が生じた場合は、翌事業年度の計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑵　有形固定資産の減価償却累計額

　※減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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普通株式 285,243株

属
性 会社等の名称 議決権等の

所有割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子
会
社

関通ネクストロジ
株式会社 直接100％ 資金の貸付

役員の兼任 資金の貸付 830,000 短期貸付金 830,000

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 833,430千円
短期金銭債務   11,504千円

４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

営業取引による取引高
　営業収益 10,790千円
　営業費用 94,695千円
営業取引以外の取引高   1,200千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度末の自己株式の種類及び数

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生原因は、繰越欠損金、資産除去債務等であります。

７．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
・資金の貸付については融資時の市場金利に基づき決定しています。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注記）」に同
一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
　⑴　１株当たり純資産額 301円71銭
　⑵　１株当たり当期純利益   5円38銭
　⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益   5円22銭

１０．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項ありません。
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